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ある｡ 大淵 [    ] ではこの混合取引説が採用











































































のである｡｣ (   頁) と指摘している｡ このほ
か, 占部 ([    ],   頁) でも同様の指摘がな
されている｡




６) この点については, 松沢 ([    ],    頁),
大淵 ([    ],   頁) を参照｡
７) この点については, 増井 ([    ],   頁) を
参照｡







方 (適正所得算出説) が定着している｡｣ (  頁)
と述べられている｡
９) この点については, 増井 ([    ],   頁),






える｡｣ (吉牟田 [    ],    頁) と述べてお
り, 法人税法  条２項の規定を確認的にとら
えている  )｡




























































に在籍されていた｡  ) 原 [    ] でも, 無償による資産の譲渡また
は役務の提供について, 従来の取扱いが変更さ



















































するという考え方 (以下, ｢限定説｣ という｡)
と, すべての無償取引から収益を認識すると
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占部 ([     ],    頁) でも類似した主張が
なされている｡  ) この点については金子 ([    ],    頁), 大






  ) この点については, 金子 ([    ],    頁)
を参照｡  ) ｢無限定説｣ とは, 金子 [    ] により名付





















































しくは, 金子 ([    ],    頁) を参照｡  ) しかし, 中里 [    ] は, 税法に特別の否認
規定がない場合でも, 租税回避を否認すること
ができ, それは租税法律主義の観点からも問題



































































































ている理論である｡｣ (   頁 注７) と述べら









  ) 中川 [     ] は, 二段階説の考え方につい
て ｢これは吉牟田氏個人の考え方ではなく, 立
法当局者の統一的な説明である｡｣ (  頁) と説








がある｡ これは, 後述の ｢相互タクシー事件｣
の地裁判決 (昭和  年４月  日最判民集  巻
５号    頁) で採用されている考え方であり,
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確保するという説明によって正当化されている｡
所得税においても, みなし譲渡 (五九条) とい
う同趣旨の規定があることは周知の通りである｡｣
(  頁) と述べられ, キャピタル・ゲイン課税
説の立場をとっている｡  ) 清永 [    ] では, 役務の無償提供から利益
が発生しないことは明らかであり, キャピタル
・ゲイン課税説によって説明することはできな

















について詳しくは, 岡村 ([    ],   ‒  頁)
を参照｡  ) 高梨 [    ] では ｢キャピタル・ゲイン課税
説によって収益を肯定できる範囲は, 決して無









竹下 [    ] は, ｢無償又は低価による資産の
譲渡及び無償又は低価による役務の提供によっ





















が, 前述の通り現在は金子 [    ] において
主張された ｢適正所得算出説｣ が通説となっ

















主張されている｡ なお, 品川 [    ] でも,
｢適正所得算出｣ という文言こそ用いられて
いないものの, 類似した見解が述べられてい






























うのである｡｣ (   頁) と述べられている｡ ま
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  ) 碓井 [    ] においても, 無償譲渡において
固定資産とたな卸資産を区別する必要があると



















定 (   条) と競合する｡｣ (   頁) と述べられ























































































可能である｡｣ (  頁) と述べられている｡ この






れる｡｣ (   頁) と述べられている｡  ) なお, 当時親子会社間における無償取引につ














い｡｣ と述べつつも, ｢納税義務者, 課税標準及
び徴収手続が法律で定められることを要請する
その後, 相互タクシー事件高裁判決 (昭和  年  月  日 最判民集  巻５号    頁) で
は, 地裁で認められた無償取引から時価相当
額の収益が生ずるという判決が取り消された｡













には, 昭和  (    ) 年の ｢清水惣事件  )｣
高裁判決 (昭和  年３月  日 高判民集  巻















おり, この判決を清永 [    ] では同一価値
移転説として説明しているのである  )｡
｢南西通商株式会社事件  )｣ の地裁判決

































(淵 [    ],    頁)｡  ) このように二段階説もしくは有償取引同視説
と, 同一価値移転説が同時に述べられる場合に
は経済的利益の擬制を回避できるとの見解もあ
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